
別添

　

Ⅰ　指定居宅サービス介護給付費単位数の算定構造

　１　訪問介護費

　２　訪問入浴介護費

　３　訪問看護費

　４　訪問リハビリテーション費

　５　居宅療養管理指導費

　６　通所介護費

　７　通所リハビリテーション費

　８　短期入所生活介護費

　９　短期入所療養介護費

　　　イ　介護老人保健施設における短期入所療養介護費

　　　ロ　療養病床を有する病院における短期入所療養介護費

　　　ハ　療養病床を有する診療所における短期入所療養介護費

　　　ニ　老人性認知症疾患療養病棟を有する病院における短期入所療養介護費

　　　ホ　基準適合診療所における短期入所療養介護費

　１０　特定施設入居者生活介護費

　１１　福祉用具貸与費

Ⅱ　指定居宅介護支援介護給付費単位数の算定構造

　　　　居宅介護支援費

Ⅲ　指定施設サービス等介護給付費単位数の算定構造

　１　介護福祉施設サービス

　２　介護保健施設サービス

　３　介護療養施設サービス

　　　イ　療養病床を有する病院における介護療養施設サービス

　　　ロ　療養病床を有する診療所における介護療養施設サービス

　　　ハ　老人性認知症疾患療養病床を有する病院における介護療養施設サービス

　

介　護　サ　ー　ビ　ス

介　護　報　酬　の　算　定　構　造　の　イ　メ　ー　ジ



３　訪問看護費

注 注 注 注 注

准看護師の場合 指定訪問看護ス
テーションの理学
療法士､作業療
法士及び言語聴
覚士の場合

夜間又は早朝の
場合、若しくは深
夜の場合

特別地域訪問看
護加算

緊急時訪問看護
加算（※）

特別管理加算 ターミナルケア加
算

　

　：　特別地域訪問看護加算、ターミナルケア加算は、支給限度額管理の対象外の算定項目

※　医療機器等を使用する者等特別な管理が必要な状態の者への月２回目以降の緊急的訪問については、夜間、早朝、深夜の加算を算定できるもの

４　訪問リハビリテーション費

注 注

リハビリテーション
マネジメント加算

短期集中リハビリ
テーション実施加
算

５　居宅療養管理指導費

 

※　ロ（1）（二）又は（2）（二）について、がん末期の患者については、週2回かつ月8回算定できる。

（２）　薬局の薬剤師
の場合
　　（月４回を限度）

（一）　月１回目の場合
　　　　　　　　　　（５００単位）

（二）　月２回目以降の場合
　　　　　　　　　　（３００単位）

（１）　病院又は診療
所の薬剤師が行う
場合
     （月２回を限度）

（一）　月１、２回目の場合
　　　　　　　　　　（５５０単位）

（二）　月３回目以降の場合
　　　　　　　　　　（３００単位）

（４）　１時間以上１時間３０分未満
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（８４５単位）

イ　医師又は
歯科医師が行
う場合（月２回
を限度） （２）　居宅療養管理指導費（Ⅱ）

　　　　　　　　（在総診を算定する場合）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２９０単位）

（１）　居宅療養管理指導費（Ⅰ）（（２）以外）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   （５００単位）

介護老人保健施設
の場合

訪問リハビリ
テーション費

（１日につき　５００単位）

＋１５／１００

夜間又は早朝の
場合

　＋２５／１００

深夜の場合
　＋５０／１００

退院・退所日
又は新たに
要介護認定

を受けた日から
１月以内

＋３３０単位

退院・退所日
又は新たに
要介護認定

を受けた日から
１月超３月以内

＋２００単位

注
情報提供が行われない場合
　　　　　　　　　　　　　　　　-１００単位

４２５単位を算定

８３０単位を算定

１月につき
＋５４０単位

１月につき
＋２５０単位

死亡月につき
＋１，２００単位
（ターミナルケア
後24時間以内に
在宅以外で死亡
した場合も含む）

 １月につき
＋２９０単位

ハ　管理栄養士が行う場合（月２回を限度）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（５３０単位）

ニ　歯科衛生士等が行う場合（月４回を限度）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （３５０単位）

基本部分

（２）　３０分未満
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（４２５単位）

基本部分

（３）　３０分以上１時間未満
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（８３０単位）

（４）　１時間以上１時間３０分未満
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１，１９８単位）

（１）　２０分未満（夜間・深夜・早朝のみ算定可）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２３０単位）

ロ　病院又は
診療所の場合

病院又は診療所
の場合

ロ　薬剤師が
行う場合

注

基本部分

（２）　３０分未満
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（３４３単位）

（３）　３０分以上１時間未満
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（５５０単位）

（１）　２０分未満（夜間、深夜、早朝のみ算定可）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２８５単位）

イ　指定訪問
看護ステー
ションの場合

×９０／１００

＋２０単位

注
特別な薬剤の投薬が行われている利
用者に対して、当該薬剤の使用に関す
る必要な薬学的管理指導を行った場
合

　
　　　　　　　　　　　　＋１００単位
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６　通所介護費

注 注 注 注 注 注 注 注

利用者の数
が利用定員
を超える場合

又
は

看護・介護職
員の員数が
基準に満た
ない場合

経過的要介護 （ ３９６ 単位）

要介護１ （ ４３７ 単位）

要介護２ （ ５０４ 単位）

要介護３ （ ５７０ 単位）

要介護４ （ ６３６ 単位）

要介護５ （ ７０２ 単位）

経過的要介護 （ ５２９ 単位）

要介護１ （ ５８８ 単位）

要介護２ （ ６８３ 単位）

要介護３ （ ７７８ 単位）

要介護４ （ ８７２ 単位）

要介護５ （ ９６７ 単位）

経過的要介護 （ ７０７ 単位）

要介護１ （ ７９０ 単位）

要介護２ （ ９２２ 単位）

要介護３ （ １，０５５ 単位）

要介護４ （ １，１８７ 単位）

要介護５ （ １，３２０ 単位）

経過的要介護 （ ３４６ 単位）

要介護１ （ ３８１ 単位）

要介護２ （ ４３７ 単位）

要介護３ （ ４９３ 単位）

要介護４ （ ５４９ 単位）

要介護５ （ ６０５ 単位）

経過的要介護 （ ４５８ 単位）

要介護１ （ ５０８ 単位）

要介護２ （ ５８８ 単位）

要介護３ （ ６６８ 単位）

要介護４ （ ７４８ 単位）

要介護５ （ ８２８ 単位）

経過的要介護 （ ６０８ 単位）

要介護１ （ ６７７ 単位）

要介護２ （ ７８９ 単位）

要介護３ （ ９０１ 単位）

要介護４ （ １，０１３ 単位）

要介護５ （ １，１２５ 単位）

イ
　
小
規
模
型
通
所
介
護
費

ロ
　
通
常
規
模
型
通
所
介
護
費

（３）
６時間以上
８時間未満

（２）
４時間以上
６時間未満

（１）　３時間以上６時間未満

　　　　　　　　　　　　（　１，０００単位）

（２）　６時間以上８時間未満

　　　　　　　　　　　　（　１，５００単位）

×７０/１００

（３）
６時間以上
８時間未満

×７０/１００

１日につき
　＋５０単位

若年性認知症
ケア加算

入浴介助を
行った場合

栄養マネジメン
ト加算

個別機能訓練
加算

１日につき
＋２７単位

口腔機能向上
加算

１日につき
　＋６０単位

１回につき
　＋１００単位
（月２回を限

度）

１回につき
　＋１００単位
（月２回を限

度）

×７０/１００

２時間以上３時
間未満の通所
介護を行う場
合

（１）
３時間以上
４時間未満

（２）
４時間以上
６時間未満

（１）
３時間以上
４時間未満

×７０/１００

基本部分

注

ハ
　
療
養
通
所
介
護
費

６時間以上８時間未
満の通所介護の前
後に日常生活上の
世話を行う場合

８時間以上９時間未満
の場合　　＋５０単位

　
９時間以上10時間未満
の場合　 ＋１００単位

大規模事業所
（前年度の１月
当たりの平均利
用延人数900
人超）の場合

×９０／１００

８時間以上９時間未満
の場合　　＋５０単位

　
９時間以上10時間未満
の場合　  ＋１００単位
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８　短期入所生活介護費

注 注 注

夜勤を行う職員の
勤務条件基準を満
たさない場合

利用者の数及び入
所者の数の合計数
が入所定員を超え
る場合 又

は

介護・看護職員の
員数が基準に満た
ない場合

常勤のユニットリー
ダーをユニット毎に
配置していない等
ユニットケアにおけ
る体制が未整備で
ある場合

専従の機能訓練指
導員を配置している
場合

利用者に対して送
迎を行う場合

経過的要介護 （ ４７８ 単位）

要介護１ （ ６４１ 単位）

要介護２ （ ７１２ 単位）

要介護３ （ ７８２ 単位）

要介護４ （ ８５３ 単位）

要介護５ （ ９２３ 単位）

経過的要介護 （ ５２２ 単位）

要介護１ （ ７２３ 単位）

要介護２ （ ７９４ 単位）

要介護３ （ ８６４ 単位）

要介護４ （ ９３５ 単位）

要介護５ （ １，００５ 単位）

経過的要介護 （ ４５０ 単位）

要介護１ （ ６０７ 単位）

要介護２ （ ６７８ 単位）

要介護３ （ ７４８ 単位）

要介護４ （ ８１９ 単位）

要介護５ （ ８８９ 単位）

経過的要介護 （ ５００ 単位）

要介護１ （ ６８９ 単位）

要介護２ （ ７６０ 単位）

要介護３ （ ８３０ 単位）

要介護４ （ ９０１ 単位）

要介護５ （ ９７１ 単位）

経過的要介護 （ ５５７ 単位）

要介護１ （ ７４１ 単位）

要介護２ （ ８１２ 単位）

要介護３ （ ８８２ 単位）

要介護４ （ ９５３ 単位）

要介護５ （ １，０１３ 単位）

経過的要介護 （ ５５７ 単位）

要介護１ （ ７４１ 単位）

要介護２ （ ８１２ 単位）

要介護３ （ ８８２ 単位）

要介護４ （ ９５３ 単位）

要介護５ （ １，０１３ 単位）

経過的要介護 （ ５２６ 単位）

要介護１ （ ７０７ 単位）

要介護２ （ ７７８ 単位）

要介護３ （ ８４８ 単位）

要介護４ （ ９１９ 単位）

要介護５ （ ９７９ 単位）

経過的要介護 （ ５２６ 単位）

要介護１ （ ７０７ 単位）

要介護２ （ ７７８ 単位）

要介護３ （ ８４８ 単位）

要介護４ （ ９１９ 単位）

要介護５ （ ９７９ 単位）

※　緊急短期入所ネットワーク加算を算定する場合は、超過定員減算の適用について要件の緩和を行う。

ニ　療養食加算
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1日につき　２３単位を加算）

（２）　併設型
ユニット型短
期入所生活
介護費

（２）　在宅中重度者受入加算
（１）を算定している場合　　 　　４１５単位

（１）を算定していない場合　　　４２５単位

ホ　緊急短期入所ネットワーク加算
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1日につき　５０単位を加算）

へ　在宅中重
度加算

（１）　夜間看護体制加算
　　　　　　　　　　　　　　　　　（1日につき　１０単位を加算）

（２）　栄養士配置加算
　　　　　　　　　　　　　　　　　（1日につき　１０単位を加算）

（一）　併設型ユニット
型短期入所生活介
護費（Ⅰ）
<ユニット型個室>

片道につき
　＋１８４単位

注

基本部分

イ　短期入所
生活介護費
（1日につき）

×９７／１００ ×７０／１００ ＋１２単位×７０／１００

（二)　併設型短期入
所生活介護費（Ⅱ）
<多床室>

（一）　単独型短期入
所生活介護費（Ⅰ）
＜従来型個室＞

×９７／１００

（一）　併設型短期入
所生活介護費（Ⅰ）
<従来型個室>

（二）　単独型ユニット
型短期入所生活介
護費（Ⅱ）
<ユニット型準個室>

（１）　単独型
ユニット型短
期入所生活
介護費

（２）　併設型
短期入所生
活介護費

（一）　単独型ユニット
型短期入所生活介
護費（Ⅰ）
<ユニット型個室>

（二）　単独型短期入
所生活介護費（Ⅱ）
<多床室>

（１）　単独型
短期入所生
活介護費

ハ　栄養管理
体制加算

（二）　併設型ユニット
型短期入所生活介
護費（Ⅱ）
<ユニット型準個室>

（１）　管理栄養士配置加算
　　　　　　　　　　　　　　　　　（1日につき　１２単位を加算）

ロ　ユニット型
短期入所生
活介護費
（1日につき）
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１０　特定施設入居者生活介護費

注 注 注 注

看護・介護職員の
員数が基準に満
たない場合

介護職員の員数
が基準に満たない
場合

個別機能訓練加
算

夜間看護体制加
算

経過的要介護 （ ２１４ 単位）

要介護１ （ ５４９ 単位）

要介護２ （ ６１６ 単位）

要介護３ （ ６８３ 単位）

要介護４ （ ７５０ 単位）

要介護５ （ ８１８ 単位）

・訪問介護

・身体介護 15分ごとに　９０単位

1時間30分以上　５４０単位に15分増すごとに＋３７単位

・生活援助 15分ごとに　４５単位（１時間30分を限度）

・通院等乗降介助 １回につき　９０単位

・他の訪問系サービス及び通所系サービス

　通常の各サービスの基本部分の報酬単位の　９０／１００

・福祉用具貸与

※限度額 経過的要介護 ６，５０５単位
要介護１ １６，６８９単位
要介護２ １８，７２６単位
要介護３ ２０，７６３単位
要介護４ ２２，８００単位
要介護５ ２４，８６７単位

１１　福祉用具貸与費

　：　特別地域福祉用具貸与加算は、支給限度額管理の対象外となる算定項目

※　経過的要介護又は要介護１の者については、車いす、車いす付属品、特殊寝台、特殊寝台付属品、床ずれ防止用具、体位変
換器、認知症老人徘徊感知機器、移動用リフトを算定しない。（ただし、別に厚生労働大臣が定める状態にある者又は施行の日より６
か月を超えない期間において当該種目に係る指定福祉用具貸与を受ける者を除く。）

１日につき
＋１０単位

床ずれ防止用具

イ　特定施設入居者生活介護費
（１日につき）

1日につき
＋１２単位

ロ　外部サービス利用型特定施設入居者生活介護費　　　　　（１日につき　８４単位）

移動用リフト

体位変換器

手すり

スロープ

基本部分

基本部分

車いす付属品

交通費に相当する額を事業所の所在地
に適用される１単位の単価で除して得た
単位数を加算
（個々の用具ごとに貸与費の１００／１０
０を限度）

車いす

　福祉用具貸与費
（現に指定福祉用具貸与に要した
費用の額を当該事業所の所在地に
適用される１単位の単価で除して
得た単位数）

注

特別地域福祉用具貸与加算

特殊寝台

特殊寝台付属品

歩行器

歩行補助つえ

認知症老人徘徊感知機器

×７０／１００

×７０／１００

注

　通常の福祉用具貸与と同様

※ただし、基本部分も含めて要介護度別に定める限度を上限とする。

委託先である指定居宅サービス事業者により居宅サービスが行われる場合
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Ⅰ　指定介護予防サービス介護給付費単位数の算定構造

　１　介護予防訪問介護費

　２　介護予防訪問入浴介護費

　３　介護予防訪問看護費

　４　介護予防訪問リハビリテーション費

　５　介護予防居宅療養管理指導費

　６　介護予防通所介護費

　７　介護予防通所リハビリテーション費

　８　介護予防短期入所生活介護費

　９　介護予防短期入所療養介護費

　　　イ　介護老人保健施設における介護予防短期入所療養介護費

　　　ロ　療養病床を有する病院における介護予防短期入所療養介護費

　　　ハ　療養病床を有する診療所における介護予防短期入所療養介護費

　　　ニ　老人性認知症疾患療養病棟を有する病院における介護予防短期入所療養介護費

　　　ホ　基準適合診療所における介護予防短期入所療養介護費

　１０　介護予防特定施設入居者生活介護費

　１１　介護予防福祉用具貸与費

Ⅱ　指定介護予防支援介護給付費単位数の算定構造

　　　　介護予防支援費

介　護　報　酬　の　算　定　構　造　の　イ　メ　ー　ジ

介　護　予　防　サ　ー　ビ　ス



３　介護予防訪問看護費

注 注 注 注

准看護師の場合 指定介護予防訪問
看護ステーションの
理学療法士､作業
療法士及び言語聴
覚士の場合

夜間若しくは早朝
の場合又は深夜
の場合

特別地域介護予
防訪問看護加算

緊急時介護予防
訪問看護加算
（※）

特別管理加算

　：　特別地域介護予防訪問看護加算は、支給限度額管理の対象外の算定項目

※　医療機器等を使用する者等特別な管理が必要な状態の者への月２回目以降の緊急的訪問については、夜間、早朝、深夜の加算を算定できるものとする。

４　介護予防訪問リハビリテーション費

注 注

リハビリテーション
マネジメント加算

短期集中リハビリ
テーション実施加算

　

　

５　介護予防居宅療養管理指導費

※　ロ（1）（二）又は（2）（二）について、がん末期の患者については、週2回かつ月8回算定できる。

30分未満
　　４２５単位を算定

30分以上1時間未満
８３０単位を算定

注

×９０／１００

基本部分

（２）　３０分未満
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（３４３単位）

（３）　３０分以上１時間未満
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（５５０単位）

（１）　２０分未満（夜間、早朝、深夜のみ算定可）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２８５単位）

イ　指定介護
予防訪問看護
ステーションの
場合

（３）　３０分以上１時間未満
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（８３０単位）

（４）　１時間以上１時間３０分未満
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１,１９８単位）

ハ　管理栄養士が行う場合（月２回を限度）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（５３０単位）

ニ　歯科衛生士等が行う場合（月４回を限度）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （３５０単位）

（４）　１時間以上１時間３０分未満
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（８４５単位）

ロ　病院又は
診療所の場合

基本部分

イ　医師又は
歯科医師が行
う場合（月２回
を限度）

（１）　２０分未満（夜間・深夜・早朝のみ算定可）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２３０単位）

（一）　月１回目の場合
　　　　　　　　　　（５００単位）

基本部分

（１）　介護予防居宅療養管理指導費（Ⅰ）
（（２）以外）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   （５００単位）

夜間又は早朝の場
合

　　＋２５／１００

深夜の場合
　　＋５０／１００

（２）　介護予防居宅療養管理指導費（Ⅱ）
（在総診を算定する場合）
  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （２９０単位）

（２）　３０分未満
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（４２５単位）

1月につき
＋２５０単位

1月につき
＋２９０単位

1月につき
 ＋５４０単位

退院（所）日又は
新たに要支援認定

を受けた日から
３月以内

　　＋２００単位

＋２０単位

＋１５／１００

注
情報提供が行われない場合
　　　　　　　　　　　　-１００単位

介護予防
訪問リハビリ
テーション費

病院又は診療所
の場合

介護老人保健施設
の場合

（１日につき　５００単位）

注
特別な薬剤の投薬が行われている利用
者に対して、当該薬剤の使用に関する必
要な薬学的管理指導を行った場合

　
　　　　　　　　　　　　＋１００単位ロ　薬剤師が

行う場合

（１）　病院又は診
療所の薬剤師が行
う場合
     （月２回を限
度）

（一）　月１、２回目の場合
　　　　　　　　　　（５５０単
位）

（二）　月３回目以降の場合
　　　　            　（３００単
位）

（２）　薬局の薬剤
師の場合
　　（月４回を限度） （二）　月２回目以降の場合

　　　　　　　　　　（３００単位）
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１０　介護予防特定施設入居者生活介護費

注 注 注

看護・介護職員の員数
が基準に満たない場合

介護職員の員数が基
準に満たない場合

個別機能訓練加算

要支援１ （ ２１４ 単位）

要支援２ （ ４９４ 単位）

・介護予防訪問系及び介護予防通所系サービス

・介護予防福祉用具貸与

１１　介護予防福祉用具貸与費

　：　特別地域介護予防福祉用具貸与加算は、支給限度額管理の対象外となる算定項目

注

ロ　外部サービス利用型介護予防特定施設入居者生活介護費
　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1日につき   ６３ 単位）

委託先である指定介護予防サービス事業者により介護予防サー
ビスが行われる場合基本部分

×７０／１００
イ　介護予防特定施設入居者生活介護
費
　　（1日につき）

１日につき
＋１２単位

　通常の福祉用具貸与と同様

※ただし、基本部分も含めて介護予防サービスの区分支給限度
額を限度とする。

　（介護予防通所介護の選択的サービス（運動機能向上、
栄養改善、口腔機能向上）の加算が可能）

基本部分

注

特別地域介護予防福祉用具貸与加算

※　要支援１又は要支援２の者については、車いす、車いす付属品、特殊寝台、特殊寝台付属品、床ずれ
防止用具、体位変換器、認知症老人徘徊感知機器、移動用リフトを算定しない。（ただし、別に厚生労働大
臣が定める状態にある者又は施行の日より６か月を超えない期間において当該種目に係る指定介護予防
福祉用具貸与を受ける者を除く。）

車いす付属品

交通費に相当する額を事業所の所在地に適用さ
れる１単位の単価で除して得た単位数を加算
（個々の用具ごとに貸与費の１００／１００を限度）

移動用リフト

体位変換器

手すり

スロープ

　通常の各サービスの基本部分の報酬単位の　９０／１００

×７０／１００

歩行器

介護予防福祉用具貸与費
（現に指定介護予防福祉用
具貸与に要した費用の額を
当該事業所の所在地に適用
される１単位の単価で除して
得た単位数）

車いす

特殊寝台付属品

床ずれ防止用具

歩行補助つえ

認知症老人徘徊感知機器

特殊寝台
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Ⅰ　指定地域密着型サービス介護給付費単位数の算定構造

　１　夜間対応型訪問介護費

　２　認知症対応型通所介護費

　３　小規模多機能型居宅介護費

　４　認知症対応型共同生活介護費

　５　地域密着型特定施設入居者生活介護費

　６　地域密着型介護老人福祉施設サービス

Ⅱ　指定地域密着型介護予防サービス介護給付費単位数の算定構造

　１　介護予防認知症対応型通所介護費

　２　介護予防小規模多機能型居宅介護費

　３　介護予防認知症対応型共同生活介護費

介　護　報　酬　の　算　定　構　造　の　イ　メ　ー　ジ

地　域　密　着　型　サ　ー　ビ　ス



３　小規模多機能型居宅介護費

登録者数が登録定
員を超える場合

又
は

経過的要介護 （ ４，４６９ 単位）

要介護１ （ １１，４３０ 単位）

要介護２ （ １６，３２５ 単位）

要介護３ （ ２３，２８６ 単位）

要介護４ （ ２５，５９７ 単位）

要介護５ （ ２８，１２０ 単位）

４　認知症対応型共同生活介護費

注

夜勤を行う職員の
勤務条件基準を満
たさない場合

利用者の数が利用
定員を超える場合

介護従業者の員数
が基準に満たない
場合

要介護１ （ ８３１ 単位）

要介護２ （ ８４８ 単位）

要介護３ （ ８６５ 単位）

要介護４ （ ８８２ 単位）

要介護５ （ ９００ 単位）

要介護１ （ ８６１ 単位）

要介護２ （ ８７８ 単位）

要介護３ （ ８９５ 単位）

要介護４ （ ９１２ 単位）

要介護５ （ ９３０ 単位）

ハ　初期加算
　　　　　　　　　　　　　　　　　（1日につき　３０単位を加算）

ニ　医療連携体制加算
　　　　　　　　　　　　　　　　　（1日につき　３９単位を加算）

イ　小規模多機能型居
宅介護費
　　(1月につき）

ロ　初期加算
　　　　　　　　　　　　　（1日につき　３０単位を加算）

基本部分

×７０／１００

注

看護・介護職員の員
数が基準に満たない
場合

×７０／１００

注

×７０／１００ ×７０／１００

基本部分

イ　認知症対応型共同
生活介護費（１日につ
き）

ロ　短期利用共同生活
介護費（１日につき）

×９７／１００

又
は
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５　地域密着型特定施設入居者生活介護費

注 注

要介護１ （ ５４９ 単位）

要介護２ （ ６１６ 単位）

要介護３ （ ６８３ 単位）

要介護４ （ ７５０ 単位）

要介護５ （ ８１８ 単位）

×７０／１００
１日につき
＋１２単位

基本部分

ロ　夜間看護体制加算
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1日につき　１０単位を加算）

イ　地域密着型特定施設入居者生活介護費（１日につき）

個別機能訓練加算看護・介護職員の員数
が基準に満たない場合
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